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はじめに
本稿のテーマに関しては、筆者の博士論文のテーマであり、拙著『独禁法事件・
経済犯罪の立証と手続的保障』（2013成文堂）（以下、「越知・立証と手続的保障」
という）において詳細に論じている。本稿はそこでの主張（とくに第 3部での主張）
を発展させたものである。目下の独禁法で最も激しく議論されている問題であるの
に、実務家の論文が膨大である一方、独禁法研究者の論文がほとんどないという状
況にある(1)。研究者の認識が、世界の独禁法実務の現状について、十分フォロー
されていない状況になっているのではないかと危惧され、議論のたたき台を提出す
る必要は大きいものと思われ、本テーマを選択させていただいたものである(2)。
(1)主要な論文は、越知・立証と手続的保障の脚注に網羅している。行政手続の関係は、258
頁―260頁注 1から 6、刑事法との関係については、424頁注 1
(2)本テーマについては、筆者は、経団連の 21世紀研究所プロジェクト「審査手続きの適正
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Ⅰ 適正手続の強化と真相究明の関係―審査指針・内閣府懇談
会報告書の論理とその問題
審査手続の適正をめぐる事業者・経団連の要望に関しては、内閣府懇談会はほぼ
事業者・経団連の適正手続き強化についての要望を却下する報告を行った(3)。そ
の主たる理由は、真相究明が阻害されることとされている。
この説明は、国内的にはあまり違和感を持たれない一方で、国際的にはきわめて
違和感が強い理由付になっている。
日本では、刑事訴訟法の原理として、実体的真実主義対手続的保障（デュープロ
セス）の対立の問題であり(4)、手続的保障派（平野教授を代表とし、刑事法学者
の多数の支持を得ているとみられる）は、手続的保障により、実体的真実発見が制
限されてもやむを得ないというに対し、それを容認しない実体的真実主義が実務上
は、席巻してきたという流れにあった。
この流れに乗れば、独禁法のような立件の少ない分野で、実体関係の解明（真実
究明）が阻害されるということになれば、より一層、刑事手続きに関する手続保障
派の議論を受け入れることはできないという議論は、受け入れられやすかったとみ
られる(5)。
しかし、欧米はもちろんアジアなどの新興国を含めた世界的な独禁法執行の潮流
を見れば、この議論はもはや国際的には通用しない議論であるといわざるを得な
い。アジアを含む諸外国では、手続的保障の強化と執行強化が相互スパイラルで進
んでおり、手続的保障を充実したからといって、真相究明や執行が制限されるとは
考えていない(6)し、真相究明のためなら手続的保障は制限されてもいいという発
化に向けて」（以下「経団連プロジェクト」という）の委員を務めており、筆者は主張は
相当程度その最終報告書にも盛り込まれている。ただし、踏み込み不足であったり、私
見と異なるところもあり、ここで改めて私見による提言を行わせていただくものである。
(3)平成 26年 12月 24日 内閣府「独占禁止法審査手続きについての懇談会報告書」（以下、
「内閣府懇談会報告書」という）
(4)刑事訴訟法上は、弾劾主義か糾問主義かという論点として提示されてきた。越知・立証
と手続的保障 482頁参照。
(5)根岸哲「独禁法審査手続懇談会報告書が示すもの」公正取引 773号 12頁（2015）
(6)最近成立した韓国の審査指針は、日本の審査指針よりはるかに手続的保障に配慮した内
容となっており、日本の立ち遅れが懸念される内容となっている。韓国の最近の審査手
続き改正については、経団連プロジェクト・韓国出張報告に詳細に照会されている。
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想そのものが、国際的には受け入れがたい議論とされている。
真相究明が阻害されるシステムになっているのであれば、その要因を取り除いた
うえで手続的保障を充実させるよう提言されるべきであった。しかも、その要因
（取り除かれるべき要因）について、公取委は、懇談会におけるヒアリングにおい
て説明を行っているのである(7)。すなわち、公取委の審査手続において、証拠の
破棄、隠匿、虚偽陳述などの調査妨害が横行していた事実があり、そのような調査
妨害に対し、公取委に検査妨害に対する制裁を発動する権限を持っておらず、検察
官が検査妨害に対する起訴について極めて慎重であるため、検査妨害に対する実効
的措置を取ることができなかったこと、課徴金の賦課権限に裁量がないため、協力
のインセンティブが確保されないシステムになっていることである。
したがって報告書では、そこにメスを入れ、真相究明が阻害されない（あるいは
手続きの実効性が確保される）ように制度を設計し直すよう提言するべきであった
と考えられる。ただ、懇談会の報告の時点では、そのような提言が難しいという事
情が存在したことはよく理解できる。手続き保障を強化する主張を行う実務家・研
究者は、真相究明が阻害される制度上の問題に頬かむりして、手続的保障の強化ば
かりを主張していたからである(8)。このような背景については報告書で言及され
ていないため、そのような背景事情をわからない外国人が報告書の本体だけを読め
ば、日本における適正手続の保障について、深刻な懸念を感じる内容となっている。
公取委はEUのベストプラクティスルール(9)にならって、審査手続についての
指針を公表した(10)。この指針は、内閣府懇談会報告書に従って、弁護士立会い権
や自己負罪拒否特権を否定する内容となっている。同様に、背景事情をわからない
外国人が読めば、事情聴取時に弁護士立会やメモを取ることさえ認めない点は、嫌
悪感をもって受け止められることは避けがたいであろう。しかも、TPPにおいて
も弁護士の助言を受ける権利を規定することが義務付けられており、口頭での事情
聴取において、弁護士の立会いを認めない指針はTPPに反する疑いが強い。
(7)内閣府HP 内閣府懇談会第 4回議事録と公取委提出資料参照。
(8)懇談会報告書に対する実務家の評価にもこのような偏った観点からの議論が多くみられ
る。例えば、内田晴康「懇談会報告書に対する評価」公正取引 773号 19頁（2015）。
(9) Commission notice on best practices for the conduct of proceedings concerning
Articles 101 and 102 TFEU
(10)平成 27年 12月 25日公取委「独占禁止法審査手続きに関する指針」
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Ⅱ　事情聴取の手法に関する問題
1　供述調書の問題の核心
手続的保障の問題の中核にあるのは、供述調書と呼ばれる被疑事業者の従業員・
役員からの供述を録取し、それに供述者が押印した書面が証拠の中心に据えられて
いるという実務であり、海外からの厳しい批判にさらされている。供述者の供述を
証拠にすること自体は、日本だけにとどまらない。EUでは、事情聴取書面はほと
んど用いられないが、米国では、内部者からの供述結果は証拠の中核に備えられて
いる。
それがなぜ問題であるかは、以下に点にある。
第 1に、その事情聴取にあたって、弁護士の立会が認められず、メモを取ること
もできないことである。
第 2に、この供述聴取の作成が、独禁法 47条に基づく正式な権限行使の態様で
ある審尋調書ではなく、任意に基づく調査の結果、録取された内容により作成され
た供述調書と呼ばれる書面が用いられることなどである。
第 3に、供述調書は、正式の手続きである審尋調書と異なり、質問と回答を質疑
応答の形で書き留めるわけではなく、審査官が聴取内容を証拠として使いやすいよ
うに編集して作成される。この結果、審査官が供述内容を正確に記載していない、
供述者の訂正に応じないことがあると根強く主張されている、そして、弁護士の立
会がないため審査官が聴取内容どうりに供述調書が作成されたかを客観的に担保
する手段がないことがある。つまり、供述調書は、任意でありながら任意でない調
書になっているという問題がある。
第 4に、この事情聴取の時間が異常に長時間であることである。内閣府懇談会の
公取委提出資料によれば、過去 3年は、最長で、250時間近く、毎年 100時間を
超える聴取時間に達しているものがおり、全平均でも 15時間である(11)。15時間
でも、なぜそんなにかかるのかという疑問を払しょくしきれないレベルであるが、
100時間以上、250時間に至っては、事業者の業務妨害になっている疑いすら惹起
させるものである。
(11)第 10回会合における公取委提出資料参照
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第 5に、その長時間の事情聴取の理由が、審査官のストーリーに沿った供述（自
白）を得られるまで、事情聴取を延々と繰り返されると信じられており、その点
は、上記の異常な事情聴取時間により裏付けられているように見えることである。
なお、従業員自身の犯罪ではないので、法的には「自白」ではないが、機能的に見
て、刑事事件の自白調書と同じ体裁であり、違法行為を自認した者は、反省するこ
とまで供述させており、繰り返しの事情聴取で「完落ち」（完全に自白させること）
に追い込む日本の刑事事件の自白調書のスタイルそのものである（名称も、刑事事
件と同じく「供述調書」と呼ばれている）(12)。
2　供述調書依存の実務が生まれ、強化されてきた背景
⑴ 課徴金の賦課により、証拠を残さなくなってきたこと
供述調書依存の実務が生まれ、強化されてきた背景には、課徴金制度が生まれ、
それが強化された結果、事業者の側に独禁法違反についての証拠を残さないように
する実務が広がったことと関係がある。課徴金がない時代においては、独禁法違反
に対する最大の抑止力は、立入検査を受けると社長が叙勲の対象から外れることだ
と揶揄されるほど抑止力に乏しく、独禁法違反で排除措置命令を受けた事業者の認
識は、交通事件で反則切符を切られた程度の罪悪感しか持たれなかったと言われ
る(13)。従って、課徴金が導入された初期には、立入検査に入れば、カルテルの証
拠となる客観的な文書が多数発見できたようである。
しかし、課徴金賦課に対する認識が高まると、事業者は客観的証拠を残さないよ
うになったため、立入検査によって、カルテルの客観的証拠を多数見つけることが
困難になった。そのため、検察庁からの出向者を増やし、検察庁の供述調書をいか
に取得するか（いかに自白させるか）というノウハウが公取委に移植され、それが
供述調書に依存する実務を形成する主たる要因になったと考えられる。
(12)外国人の目から見れば到底まともな調査手続とは言えないものであった。経団連・21世
紀研究所主催の講演会（2016年 11月 17日）において、前司法省反トラスト局次長のス
コット・ハモンド氏は、公取委の手続きを「壊れている」（broken）とまで述べたが、公
取委の手続だけではなく、日本の刑事手続・行政手続全体が米国のスタンダードから言
えば、「壊れている」状況にあると言える。むしろ公取委の手続は、日本の手続の中では、
最も適正手続を保障しているとさえいえる。このような国内の認識と国際的な認識の著
しいギャップが問題の本質である。
(13)上杉秋則　『独禁法の来し方行く末』（第一法規 2007）253頁
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1990年代の事件には、立入りから事件の終結まで 10年以上を要する事件が多
数あるが、膨大な供述調書が作成された。ただし、反則事件ではさらにその数倍の
供述調書が作成されていると言われる。検察庁には、経済事件を摘発する場合の検
察庁のスタンダードに照らせば、公取委の供述の録取の仕方では、まだまだ甘いと
いう認識があると思われる。
⑵ 検査妨害が横行してきたこと
しかも、単に証拠を残さないというだけではなく、証拠の破棄、隠匿、虚偽陳述
などの調査妨害が横行していた事実があり、そのような検査妨害という違法行為を
弁護士が先導してきたという残念な実態があった。その具体的事例が、ピーシー橋
梁談合事件審決において言及されているのである。平成 22年 9月 21日ピーエス
三菱ほか 10名に対する件の審決書（別紙 4審決書案）36頁には以下の認定がある。
（ソ）被審人ピーエス三菱から平成 16年 4月 5日に留置された文書のうち「リ
スクマネジメント委員会 12／ 15」と書き出しの部分（査第 285号証）。同被審
人の「東京土木支店管理部長代理兼総務グループリーダー兼事務管理グループリー
ダー」の地位にあった者が所持していたノートの一部であるところ、その中には、
同被審人が本件立入検査を受けた経緯、公正取引委員会による事情聴取の見込み等
の記載の後に、「I弁護士に対応説明会」、「細かい指導まであった」、「I→ 人格を
変えてくれ。まじめに答えるな。短かく答弁する。知りません、わかりません。忘
れましたでいく。公取のシナリオにのるな」、「供述調書に署名捺印したものをくつ
がえすのはむづかしい。（供述調書）は作らせない」、「何の資料か等は答えない」、
「PS三菱、OKK、三井住友をターゲットにしてくる。…公取・残りの 10数社は 3
社を見ている。対応間違えると全体でずっこける。…行く前に話し込みの必要あ
り」、「同業他社、外堀から埋られた場合もつっぱねる。虚偽の証言に対する制裁は
ない。（弁ゴ士）」、「メモを捨てる（書類整理）」、「同業者との負担（金）の書いた
もの・抜けるものなら抜く 沢山なければ、整理 部長、GL 担当者が持ってい
る」、「書類整理とは、連続もの（平成○○年度）について、H12の半分かくしたら
言われる、かく［す］（［］は、筆者による補充）なら全部かくす」との記載がある。
しかも、この弁護士が、検査妨害を教唆したのは、この事件だけではない可能性
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がある。筆者も、公取委関係者から、繰り返し、上記の認定に関する検査妨害の助
言の例を見聞しているし、供述調書には、同弁護士の関与に関する供述が残されて
いる可能性がある。
欧米であれば、このメモだけで司法妨害罪が認定されるし、懲戒請求すれば、I
弁護士は、弁護士資格を失ったはずである。それほど深刻な事例であるにもかかわ
らず、公取委は何のアクションもとっていないのである。
検査妨害に対し、公取委に検査妨害に対する制裁を発動する権限を持っておら
ず、検察庁に告発する権限だけしかない。ところが、検察庁は、検査妨害に対する
起訴について極めて慎重であるため、検査妨害に対する実効的措置を取ることがで
きなかった。上記の審決の認定は、被審人従業員のメモという客観証拠によるので
あり、これほどの決定的証拠がありながら、公取委が対応していないのである。
さらに問題は、I弁護士が、独禁法弁護士として、引き続き事業者に対する助言
を行っており、依然として同弁護士の助言に依拠する事業者も多いというばかり
か、同弁護士が第 2東京弁護士会綱紀委員会の部会長を務めていることである。綱
紀制度が機能していないこと、弁護士が欧米のように真相究明に助力する存在であ
るという前提は、到底、採れないことがこの事実から明らかになっている。
この決定的な事実は、内閣府懇談会の報告書に触れられていない。真相究明の阻
害というならば、この決定的証拠への言及は不可欠であり、その意味でも内閣府懇
談会報告書は、肝心の問題に言及せずに、安易に真相究明の阻害を持ち出している
ため、報告書の説得性を減殺するものとなっている。
ただし、公取委のヒアリングに関する資料の中には以下のような婉曲的言い回し
の記述がある(14)。公取委は、ヒアリングにおいて、上記審決を提出すべきであっ
た。
（弁護士が違法被疑事業者に対して非協力的な対応を指導していた過去の事例）
○立入検査後に、弁護士が違反被疑事業者を集めて説明会を行い「公取委の調
査に協力しなくてもよい」と説明した。
○供述聴取前の弁護士との面談において、違反被疑事業者に対して「徹底抗戦
(14)内閣府懇談会第 4回議事録添付公取委提出資料による。
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してこい」「何もしゃべるな」と指導した。
○弁護士が「事実関係を認めた供述調書さえ取られなければ課徴金納付命令は
出せないだろう」という旨の助言を行った。
公取委が、供述調書で固めようとするのは、事業者と代理人が、証拠を隠滅し、
虚偽の主張訴するのだから、こちらも、手持ちの事情聴取権限を最大限活用するし
かないと考え、従業員の良心に訴えて、真実を述べるまで事情聴取権限を活用する
しかないと考えてきたものと考えられる。いわば、供述調書依存の実務は「検査妨
害」に対抗する必要悪の側面があるということである。つまり、検査妨害に対する
実効的サンクションの欠如の結果、検査妨害がやり放題となっており、手続き保障
は、さらなる検査妨害を強化してしまうおそれがあるという論理である。
このような議論は理解できるものの、そのことで事情聴取の手法を正当化できる
ものではない。すべての弁護士が、検査妨害を教唆しているわけではない。すべて
の事業者が、証拠隠滅や虚偽の陳述などの検査妨害を行うわけではない。正当な事
業者の権利までも、真相究明あるいは一部の弁護士・事業者の違法行為を理由とし
て奪ってしまっている点が問題なのである。上記の問題に対しては、検査妨害に対
する実効的な措置を盛り込むようにすることが提言されるべきであった。
3 供述調書に依拠しなければ証拠が収集できない状況は過去のものと
なっていること
課徴金減免制度が採用された今日、課徴金減免制度を通じて、事業者から証拠を
収集することが可能であり、課徴金減免制度がある以上、今日では供述調書に依存
する必要性は大幅に後退しているのであるから、供述調書についての手続的保障を
強化しても、公取委の証拠収集・執行を制限することにはならないのではないかが
問題になる。
これについては、日本の課徴金減免制度は、諸外国のリニエンシー制度のような
協力の度合いによって、課徴金の金額を裁量的に増減することができず、単に公取
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委に駆け込んだ順序に従って課徴金を減免する手続になっているため、事業者に協
力のインセンティブに欠ける制度となっている(15)。そのため、課徴金減免制度に
よって効果的に証拠を収集することができず、立入検査・供述聴取による証拠収集
が依然として必要であるとの反論がありえ、内閣府懇談会での公取委に対するヒア
リングにおいて、公取委はその点を指摘している。確かに、日本の課徴金減免制度
は、非裁量的な制度であるため、調査の端緒を得ること、一定の証拠収集はできて
も、検査妨害に対する実効的な規制がないことと相まって、EU・欧州各国・韓国
など裁量的な課徴金制度をとる国に比べ、現行の課徴金減免制度だけでは必ずしも
証拠収集が十分にできないようにも見える。
しかしそうであるならば、課徴金減免制度を協力のインセンティブを確保できる
制度、すなわち裁量的な課徴金制度に改めるよう提案されるべきであり、適正手続
の保障をはねつけて、現行の供述調書依存の証拠収集手法を真相解明の名のもとに
是認できるかはより慎重であるべきであったと思われる。
加えて、今日では、フォレンジックによる証拠の収集が可能になっており、フォ
レンジックによる証拠の収集に対する調査妨害が排除できれば、すなわち、調査妨
害に対する履行強制金が導入されれば、供述調書に依存する必要は一層薄れている。
公取委は、日本では電子メールなどの証拠があっても、その意味することがはっ
きりしなければ、供述でこれを補わざるを得ないと考えているようだが、供述で補
わなくても合理的に客観証拠を見れば、そのような内容は供述がなくても立証され
ているのであり、逆に客観証拠で立証されていない内容を供述で補っても、その部
分の信用性は依然として残るのである。電子メールのイニシャルなどの略字に至る
まで、供述で補おうとすることなどさらさらないにも関わらず、やみくもに供述調
書で固め、膨大な事情聴取時間を費やす結果、供述調書という証拠収集手法に対す
る深刻な疑念が生まれているのである。
(15)この点を最初に指摘したのは、越知・立証と手続的保障 442頁以下の初出論文である「経
済事件についてのサンクションの在り方」国際商事法務 40巻 5号 670頁、6巻 844頁と
思われる。
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4 供述調書の実務には、審査制度の欠陥という理由によって正当化で
きない部分があること
検査妨害に対する実効的な制裁がないこと、および協力のインセンティブに欠け
たリニエンシー制度であることという問題により、ある程度供述に依存することを
正当化できるとしても、上記に述べた供述調書の実務の問題の全てを正当化するこ
とはできないように思われる。問題点を再掲すると以下のとおりである。
第 1に、この事情聴取の時間が常軌を逸するほどに長時間であることである。
第 2に、その長時間の事情聴取の理由が、審査官のストーリーに沿った供述（自
白）を得られるまで、事情聴取が延々と繰り返されているかのような外観を呈して
いる。
第 3に、その事情聴取にあたって、弁護士の立会が認められず、メモを取ること
もできないことである。
第 4に、この供述聴取の作成が、独禁法 47条に基づく正式な権限行使の態様で
ある審尋調書ではなく、任意に基づく調査の結果、録取された内容により作成され
た供述調書と呼ばれる書面を用いていることである。
第 5に、この任意の手続きにおいては、事情聴取の内容は質疑応答の形で作成さ
れず、審査官が聴取内容を証拠として使いやすいように編集して作成されることで
ある。
要約すれば、任意であることを免罪符にしている印象が否めないことである。確
かに任意手続を選択することには、検査妨害の適用がないという点で事業者に大き
なメリットがあり、事業者もその点をわかって任意の聴取に応じているという側面
がある。しかし、それ自体が任意性を疑わせるに足る長期間・長時間の実態があ
り、事情聴取に事業者の不満が集中しているのにそれで「任意」と言えるのかとい
う問題がある。指針は、任意の事情聴取手続きにも適用されることを前提に作成さ
れているが（そうでなければ、作成する意味がない）、休憩を認めるであるとか 8
時間以上に渡らないようにするなどの記述は、任意の事情聴取の前提と相いれな
い。任意ならば、供述者はいつ止めてもよいはずであり、止められないのであれば
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任意ではない。おそらく、真に任意と言えるのはせいぜい合計聴取時間が 10時間
あるいは供述者の平均である 15時間までである。それ以上繰り返し供述を得る場
合には、もはや任意で応じるレベルを超えており、正式の手続きである審尋による
べきではないかと考えられる。
また、供述者に増減変更請求を認めるというのも奇妙といわざるを得ない。任意
であれば、供述人に訂正の機会があることが当たり前であり、訂正に応じない供述
調書は「任意」の前提と相いれないと考えるべきである。刑事上は、「任意」とい
う用語が、より緩やかに使われているが、これは、刑事上は、質問調査権が認めら
れていないからであり、質問への回答が義務付けられている行政調査で「任意」の
意味を拡張して解釈するべきではない。
メモ取りの禁止などは、著しく不合理と言わざるを得ない。自らがしゃべった内
容、質問の内容を書き留めておくことは、記憶喚起にとって不可欠であり、それを
取らせないのでは、後になって信用性の問題が起こったとき聴取者の立証行動を著
しく制限することになる。この点は刑事手続における被疑者の事情聴取でも問題と
なっているものだが、国際的な視点が不可欠な独禁法審査実務で刑事のスタイルを
安易に取り入れることには慎重である必要がある。
5 日本の事実認定実務の立証水準の高さにより、事情聴取の実務を正
当化できるか
日本のカルテルの立証水準が、意思連絡の形成過程まで要求する点で欧米よりも
厳しいため、立証のために供述が欠かせず、かつ供述の内容も細部まで例えば全て
のカルテルの会合あるいは物件ごとの入札の状況の立証が求められ、全ての物件に
ついての合意の形成過程を明らかにするため、膨大な時間の事情聴取が必要になる
という説明が行われる。しかしこの点は二つの問題がある。第一に主としてCPRC
における筆者らの共同研究の成果である（越知、立証と手続的保障第 1部参照）が、
審判決により合意の存在が立証されればよく、意思過程の形成まで必ずしも明らか
にする必要はなくなっている。課徴金の賦課範囲についても、多摩談合事件最判に
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より、基本合意の拘束力が及んでいれば、特段の事情がない限り、課徴金賦課の対
象になると判断されており、最高裁判例によれば、立証の負担は大幅に減少してい
るのである。加えて、そのような立証を供述に頼った場合、細部に関しては供述者
の食い違いは記憶違いのため、やむを得ないものがあるはずである。それを全て一
貫した供述になっていることは、供述の誘導があるのではないかが疑われ、まさに
裁判上、そのような主張が行われる。つまり、証拠を固めようとして逆に証拠の価
値を減じている結果となっているのである。まして、リニエンシーにより端緒に関
する証拠がある状況で、やみくもに供述をひたすら集める必要がどれだけあるかも
疑問である(16)。
6　刑事実務に依拠する根拠は失われていること
つまり、環境を整備しさえすれば、刑事実務に依拠する必要はないのであり、国
際的に通用しない刑事実務に依拠しようとする発想自身が国際的批判を増幅させる
ものである。独禁法の実務においては、国際的な整合性が重要であり、安易に刑事
訴訟実務に依拠することの危険性に気づくべきであった。刑事実務においては、目
撃者のいない殺人事件など被疑者の供述に頼らざるを得ない事例もあり、また、犯
罪者の更生の観点からも供述調書に依拠する実務を一定の犯罪類型で意義を認める
余地はあるものの、行政事件である独禁法の実務では、そうした観点からの正当化
は困難であり、また、供述調書に頼る必要もないのである(17)。
(16)なお、日本では、リニエンシーにより取得した証拠をそのまま活用せず、立入などにより
証拠を取り直すという実務をとっているが、これがリニエンシー制度の本来の在り方か
らかけ離れたものであることは、本稿末尾Ⅴの記述を参照されたい。
(17)越知・立証と手続的保障 514頁以下に詳述している。
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Ⅲ　弁護士立会権と自己負罪拒否特権
1 検査妨害に対し、実効的な制裁を導入したうえで、弁護士立会権を
認めるべきであること
弁護士立会権を内閣懇談会報告書・審査指針は否定している。弁護士の助言を求
める権利は、TPP協定でも根幹的手続保障とされており、弁護士の立会いを否定
することは、国際的にみて、許容されるものではない。
内閣府懇談会報告書は、弁護士立会権の定義を弁護士が来るまで調査を拒絶する
権利と定義しているが、問題になっている弁護士立会権とは、弁護士に付き添われ
ている場合にその同席・助言を受けることを拒否されない権利である。拒否する主
体が反対になっている。すでに付き添われているのに、公取委が施設管理権などを
主張して随伴を拒否することができるか、あるいは。出頭命令に対し、弁護士が立
ち会わなければ供述しないという条件付けを公取委が拒否することができるかであ
り、いずれも拒否できると解するようである（ただし、弁護士が立ち会わないから
供述を拒否した場合に、出頭拒否・検査妨害になると明言するものではない）。弁
護士立会権を認めると、弁護士が番犬になり、従業員の口裏合わせに使われる可能
性があることが指摘され、過去の審決において、弁護士が検査妨害を助言したこと
が認定されていることからこの懸念が欧米以上に現実的な問題となっている。しか
し、すでに述べたように、個別の事例での弁護士による悪質な検査妨害は、刑事告
発、課徴金制度の裁量化・履行強制金の導入・弁護士会に対する懲戒請求によって
対応すべきであり、正当な弁護士の活動までが不合理に制限されるものであっては
ならない。出頭を命じられたものが、自ら違法行為を行うことのないよう、あるい
は質問する行政官の違法行為がないよう監視するために、弁護士の立会いを求める
こと自体は合理的なものであり、これを認めることは、デュープロセスの当然の要
請である。
弁護士の立会いを認めれば、調書を勝手に審査官が要約し、聴取者の訂正や変更
要求を認めない、あるいは長時間の繰り返しの質問などの供述調書をめぐる問題の
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全ては解消すると見られる。つまり、事情聴取をめぐる問題のほとんどは弁護士立
会権がないことによって発生している問題なのである。
なお、弁護士立会いが認められた場合でも、弁護士の役割がこの質問による調査
の場の適法な実施を監視する役割にとどまるべきであり、質問に対する回答を本人
に教えるあるいは相談する権利などを持つものではない。それは証人尋問におい
て、そのような形で弁護士の助言を得ることができないことと同じである。国会で
行われる国政調査権に基づく参考人尋問では、証言者が立会弁護士に質問の回答を
教えてもらう光景に出くわすが、このような権利まで弁護士立会権で保障されるも
のではない。
弁護士立会権を認めないとしても、事業者が任意に応じていることに合理的疑い
を生じる場合には任意性が否定されることが明確化されれば、ある程度の問題は解
消できる余地がある。かかる見地からは、例えば、事業者も事情聴取時間が 1回で
3時間、合計で 10時間を超えるような場合には、事業者の負担から見て、任意で
あることに合理的疑いが生じるものとして、審尋手続をつかうことをベストプラク
ティスとして、審査指針に盛り込むことが考えられる。
2 弁護士立会権の否定の理由は、事情聴取において違法行為を自認させよ
うとする動機に出ているのであれば、その動機自体が問題であること
弁護士が立会うことで、供述者が違法行為を是認する供述を引き出すことが難し
くなるというのが弁護士立会権の否定の真の理由であるとすれば、その発想には重
大な問題がある。従業員が自らの意思で違法行為について説明するのであれば、実
質的公益通報であるが、審査官が違法行為を自認するよう説得することに応じて違
法行為を自認する供述を従業員が行うことは、欧米では、自己負罪拒否特権で禁止
される調査手法なのである。
独禁法では、今や国家間にまたがった国際カルテル事件を手がける時代となって
おり、このような日本独自の調査手法に依拠し続けることは強い国際的批判にさら
され続けざるを得ず、自己負罪拒否特権は行政手続で認められていない、あるい
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は、企業には認められていないという論理は通用しなくなっているのである。適正
手続の議論を収束させるためには、自白を引き出すような任意の手法による事情聴
取そのものを改めざるを得ない時期が来ているといえる。
3 川崎民商事件最高裁判決に依拠して自己負罪拒否特権を否定するこ
との問題点
内閣府懇談会報告書では、川崎民商事件最高裁判決が刑事手続につながるもので
ない限り、自己負罪拒否特権が行政手続に及ばないことを理由に、自己負罪拒否特
権を否定した(18)。日本では、自己負罪拒否特権は、原則として行政手続では保障
されないものと解されることが多い(19)が、行政手続のもとで独禁法違反の審査を
行うEUと欧州各国の行政手続では、行政手続にも自己負罪拒否特権が及んでいる
ことはむしろ当然と考えられている(20)。
むしろ、自己負罪拒否特権が独自の作用を有するのは、黙秘権のない行政・民事
手続であると考えられている。黙秘権は、聴取者にいかなる質問に対する回答も拒
否する権利（包括的な供述拒否権）であるのに対し、自己負罪拒否特権は、違法行
為を自認させる質問に対してのみ、質問の回答を拒否できる権利である。
この権利が、行政手続で認められず、検査妨害に対する制裁が機能している場合
(18)最大判昭和 47年 11月 22日、刑集 26巻 9号 554頁判決は、憲法 38条の供述拒否権・黙
秘権・自己負罪拒否特権が行政調査に及ぶかについては租税調査に関し行政調査の目的
が刑事責任の追及ではないこと、資料も当然に刑事手続で用いられることはないこと、
間接強制にとどまること、言い換えれば直接的な実力の行使でないこと、徴税目的から
の必要性が高いことから、所得税法の質問検査には適用がないとする。
(19)自己負罪拒否特権に関する刑事法学者の研究は、小川佳樹「自己負罪拒否特権の形成過
程」『早稲田法学』77巻 1号 121頁（2001）小川佳樹「『外国において刑事訴追を受ける
恐れ』と供述強制」早稲田法学 78巻 3号（2003）31頁、笹倉宏紀「自己負罪拒否特権」
法学教室 265号 103頁（2002）
(20) EUで自己負罪拒否特権が存在することについては、広く知られている。越知・立証と
手続的保障 390頁、477頁、村上政博「独占禁止法基本問題懇談会で残された課題」国
際商事法務 2007年 12月号 1661頁、井上朗「EU競争法の調査手続と実務」公正取引
719号 29頁（2009）、33頁。刑事法学者の論文では、自己負罪拒否特権が欧米で、行
政手続・民事手続で保護されていることについての言及されたものはほとんどないよう
である。米国でも民事手続に自己負罪拒否特権の保障が及ぶことについて、The Right
Against Self-Incrimination in Civil Litigation (ABA)参照。
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にはきわめて不合理なことになる。「お前は違法行為をしたか」というそのものず
ばり、違法行為を自認させる質問を事情聴取や報告命令で行って、それをNOとい
えば検査妨害になるという実務になりかねないからである。無意識のうちに自己負
罪拒否特権というものをある程度意識して質問が行われるのが、世界に共通した調
査実務であり、自己負罪拒否特権の思想はある程度行政事件でも尊重せざるを得な
いのである。
4　事情聴取（任意手続・審尋）報告命令と自己負罪拒否特権
自己負罪拒否特権が、権利として保障されないとしても、少なくとも、審査実務
上、十分な配慮が図られるべきであり、報告命令を多用する場合でも、これこれの
入札で、談合をした物件に〇を、していない物件に×をつけよという質問を行うこ
とはできないと考えるべきである。これは、正式の事情聴取手続きである審尋でも
同様である。
任意手続である事情聴取の場合、従業員が、公益通報として、会社の違法行為の
存在を自認することはありうる。ただし、何度も呼び出した挙句に違法行為を自認
する供述に至った場合は、審査官の説得による疑いがあり、従業員が真に自らの意
思でそのような供述を行ったことを担保するためにも、従業員の個人の代理人を同
席させるようにすべきである。
なお、企業を代表する者の供述（コーポレート・ステートメント）については、
より一層、利益相反の問題が大きく、このようなものが違法行為を自認する陳述を
行う場合は、代表者に個人の代理人をつけさせたうえで、調書を作成することが望
ましい。
5　会社と従業員の利益相反と弁護士立会権
弁護士立会いを認める場合、従業員の事情聴取において、会社の代理人が立ち会
えるか、個人の代理人の立ち合いを当局が求めることができるかが問題になる。む
しろ、この点こそが問題の核心になるべきである。もともと利益相反が潜在的にあ
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るという観点から、個人の代理人の立会いのみ認めるという考え方がありうるが、
事情聴取は会社の違法行為に関して質問するのであり、第 1次的な利害は会社にあ
るのだから、全て個人の代理人とする考え方をとるのは無理があり、また、利益相
反があると審査官が認めた場合のみ、個人の代理人をたたせることで十分ではない
かと思われる。欧米の基本的アプローチも、従業員と会社の利益が相反する状況が
生まれている場合には、会社の代理人である立会弁護士に対し、利益相反状況があ
ることを告げ、会社の代理人の立会いが認められないこと（個人の代理人であれば
立ち会えること）を告げるというものである。Ⅳで詳述する。
Ⅳ　欧州における事情聴取・弁護士立会・自己負罪拒否特権
以下では、EU・英独仏における事情聴取・弁護士立会・自己負罪拒否特権の状
況を説明する。
1　事情聴取はどの程度利用されているか
⑴ EU
EUにおいては、事情聴取（インタビュー）はほとんど用いられていないとされ
ている。ただし、立入時における書面の証拠説明としてインタビューを行うことが
ある。このインタビューを、書面についての説明などの specificなものでなければ
ならず、generalな質問を行えないと解されている。この質問に対しては回答義務
があり、その違反は制裁金の対象となる(21)。
以上の立入時のインタビューを除いて、インタビューは任意とされる（19条）の
で、拒否することは可能である。途中でやめることも認められる。この話は答えら
れないというのも可である。拒否したからと言ってそれを理由に、制裁金の加重事
由となることはない。しかし、リニエンシーにおいて協力の度合いを判断するとき
に、インタビューに応じたことにより、証拠を強化できた場合には、新証拠として
(21) Commission Regulation 2003/01の 23条
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評価されるわけであるから、全くインタビューに応じない場合よりも協力の面で有
利に取り扱われる可能性があり、そのために任意でもインタビューに応じることを
勧める法律事務所もあり、インタビューに対する対応の助言は、法律事務所の戦略
的判断の側面もある。インタビューに応じて虚偽の説明を行った場合には、制裁
金の加重事由になりうる。規則 2003/01の 23条は、履行強制金は 19条のインタ
ビューについて除外しているが、これは 23条により履行強制金の対象とならない
というだけであり、虚偽の回答を不協力と見なし、制裁金の加重事由とすることを
否定する趣旨ではない。
実際にソニーミュージックビデオテープ事件で、ソニーは立入検査において、書
類の破棄が行われ、且つインタビューに対するあらゆる回答を拒否したことを理由
に、制裁金について 30％の加重が行われた(22)。本件は、立ち入りにおける調査
の妨害及び立入時の質問に対する回答の拒否であるから、23条に基づく履行強制
金を課しうる事例であったと考えられる。
⑵ UK
CMAの新規則には、強制的なインタビュー権限が明記されるに至った。また、
UKでは、少ないながらも、刑事訴追の例があるので、弁護士の立会いについて個
人と会社の利益相反を重大な問題と認識し、これについて、審査手続ガイドライ
ン(23) 6.27を規定している（弁護士の立会いの項で詳細に述べる）。
刑事ではインタビューが相当程度用いられる。黙秘権はあるが、米国と異なり、
「何も答えません」と言ってすぐに席を立つことはできない。検事は質問を続ける
ことができる。その意味で取調べ受忍義務がある。質問が 4～5時間に及ぶことは
通常であり、繰り返し呼ばれることもある。あらゆる関係者に対し、インタビュー
が証拠方法として用いられる。
なお、英国の刑事手続では、なかなか有罪に持ち込むのは困難なようである。
(22) Press release on November 20 2007不正確な供述、虚偽の回答についても、課徴金が
課された例があることについて、井上（2009）88頁。鞠子公男「EU競争法の履行強制
金」公正取引 705巻（2009）16項
(23) Guidance on the CMA’s investigation procedures in Competition Act 1998 cases
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2009年のBritish Airways事件で、控訴が取り下げになった後、2014年まで事件
はなかった。2014年の Steal Tank事件で 6年ぶりに刑事訴追が行われたが、一
人は有罪になったものの、一人は無罪となった、無罪となった理由は、従業員は会
社のためにやったのであり、自ら利益を得ていないことから、刑事事件特有の要件
である dishonest（不誠実性）の要件に欠けるとされた(24)。
2014年に dishonestの要件は削除されたが、前記の事件は 2002年から 2012年
の間に行われたカルテル事件であったため、旧法が適用された。
⑶ フランス
インタビューが全く用いられないほど例外的かについては、基本的にはEU手続
と同じである。フランスの場合、個人の訴追が行われるのが例外であるため、英
国のように、会社と従業員の利益相反の問題はあまり意識されていないようであ
る(25)。
⑷ ドイツ
ドイツでは、インタビューの利用はかなり一般的であり、報告命令よりも多用さ
れる。インタビューが任意なのはドイツも同じであるが、行かなくていいという助
言はあまり行われない。事実について主張できることは主張したほうがよく、イン
タビュー自身を拒否することは不協力とされるリスクがあるので、得策でないと考
えられている。任意であっても虚偽の陳述をすれば、司法妨害に当たる。またこれ
はドイツ独特であるが、ドイツの場合は任意だからと言って、いつでも辞めてよい
わけではない。途中までしゃべって都合が悪い質問に入った段階でインタビューを
打ち切ろうとすることは、少なくとも不協力という評価を受けかねない(26)。代理
人がつくこと、メモが取れることは当然である。
供述の信用性を確保する手段として、裁判官の面前で供述させるという手段をと
(24)この要件については、越知・立証と手続的保障 453頁
(25)この点は、College of Europe教授・弁護士Eric Morgan deRiveri氏との意見交換の結
果に基づく。
(26)この点は、ドイツの法学博士・弁護士Carsten T. Gromotke氏との意見交換の結果に基
づく。
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ることができる(27)。
2　立会弁護士の関与の仕方と自己負罪拒否特権
欧州では、自己負罪拒否特権の保障が行政手続に及ぶと解されている。よく知ら
れているように、事件関係人（従業員・役員）に対し、事実についての質問には、
自己負罪拒否特権は及ばず、違法行為の自認、違法行為を行っているとの認識に関
する質問のみが、自己負罪拒否特権で保護される。この保護は、インタビュー・報
告命令のいずれにも及ぶ。しかも拒否特権といいながら、拒否特権事項について
は、質問をすること自体が、手続きの違法を構成すると考えられている。
法人の従業員・役員は、違法行為によって不利益処分を受ける主体ではなく、「負
罪」を行政制裁金に拡大したとしても「自己負罪」に該当しないのではないかが疑
問視されることがある。この点、EUが、法人にまで自己負罪拒否特権を及ぼす理
由は、欧州人権条約により、個人に対する保護条項を法人も相当程度享受できるよ
うになっているからであると説明される。
立会弁護士は、自己負罪的な質問、調査の範囲外である質問をやめるよう異議を
出すことができるが、審査官がこれに対し違う意見のときはやめさせることはでき
ない。意見聴取の結果について、異議があったことを残せるだけである。ただ、自
己負罪的な質問に関しては、インタビュー自身の無効を求める異議を出すことがで
き、これに対して棄却決定があれば、それを裁判所に異議申立することができる。
なお、調査手続は会社に対して行うものであるので、当該従業員の前の担当者の違
法行為の有無があったかをきく質問（incriminateする質問）も不可である。事実
についての質問はできるが、自己負罪的なものとして争われる可能性がある場合、
EUのインタビューでは、そのような質問をしない。そもそもEUの場合、立入検
査時のインタビューは別として、従業員はいつでもインタビューをやめることがで
きるので、自己負罪的なものだと弁護士が異議を出し、審査官が異議を認めなけれ
(27)ドイツでは、捜査段階での取調べの内容を証拠化したい場合には、裁判官が調書の作成
に立会い、裁判官の面前で調書を作成するという方法が取られる。越知・立証と手続的
保障 469頁
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ば、インタビューを打ち切ることができる。その意味でEUのインタビューでは、
肝心なことがきけなくなるのであまり使われないのであろう。
3　弁護士立会権と会社と個人の利益相反問題
⑴ EU
立会うのは会社の代理人か個人の代理人かについては、EUの場合、基本は会社
に対する調査なので、会社の代理人が立ち合うことになる。加盟国法で個人が訴追
される恐れがあり、インタビューを受ける従業員が望む時は、個人の弁護士が引き
継ぐことはあり得る。加盟国法における利益相反の解釈問題であり、EUレベルで
は会社の代理人が立ち合うことに問題はない。
個人の通報を抑制するという観点は、EU調査では考慮されない。そのような通
報により新たなカルテルを見つけようとする目的でインタビューを行うものではな
い。
従業員が通報したいのであれば、まず社内調査のために法律顧問のところに持っ
ていくべきであると考えられている。会社は、インタビューを受ける従業員にイン
タビューに応じないように指示することができるか。これは可能である。EU手続
は会社のためのものであり、従業員に対するインタビューで通報の結果を得るよう
に運用させるべきものではない。日本のように、従業員に真実を話させようとし
て、何時間もインタビューを引き延ばすのは論外であると考えられている。
⑵ イギリス
イギリスでは、CMA(28)の審査手続についてのガイドライン 6.27(29)において、
(28)英国では、2013年にOffice of Fair Trading（OFT）とCompetition Commission（CC）
がCompetition & Market Authority（CMA）に統合された。
(29) Any person being formally questioned or interviewed by the CMA may request
to have a legal adviser present to represent their interests. In some cases, an
individual may choose to be represented by a legal adviser who is also acting
for the undertaking under investigation. While the CMA recognises that the
interview power may be used in a range of circumstances, the starting point for the
CMA is that it will be generally inappropriate for a legal adviser only acting for the
undertaking to be present at the interview. The CMA also considers that in certain
circumstances there may be a risk that the presence at the interview of a legal
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利益相反状況では、当局は個人の代理人を求めると規定する（ただし、強制する
ものではない。CMAは starting pointであると規定する）。ただし、英国の弁護
士職務規定に同様の利益相反ルールがあることに脚注において言及されているの
で、スターティングポイントと言っても、代理人が個人の代理人に立ち会わせる
よう助言することが多くなると思われ、事業者としては、基本的には、CMAの
意見を受け入れざるを得ないことが多いと思われる(30)。実際にも、会社の社長
（managing director）の事情聴取のケースで、インタビュー中に利益相反がある
といって、CMAが個人の代理人を要求した一例があるようである。
⑶ ドイツ
ドイツの場合、行政手続（秩序罰賦課手続）であっても、個人の違法行為を特定
し、個人も制裁の対象となるので、利益相反の問題が常に生じる(31)。個人が自分
の代理人を付けたいと考えた時は、会社の代理人は利益相反になると思った場合に
は、直ちに立会いを止めることになる。この点はEUとの顕著な違いである。ま
た、会社が個人に対し、このように話せという指示を行うことも、個人の利益に反
adviser only acting for the business will prejudice the investigation, for example
if their presence reduces the incentives on the individual being questioned to be
open and honest in their account. In cases where the CMA wishes to question
a person having entered into premises as described at paragraph 6.43 below,
the questioning may be delayed for a reasonable time to allow the individual’s
legal adviser to attend. During this time, the CMA may make this subject
to certain conditions for the purpose of reducing the risk of contamination of
witness evidence. Such conditions could include requesting that a CMA officer
accompanies the individual in the period before the interview takes place and/or
suspending the individual’s use of electronic devices, including telephones.
(30)経団連欧州調査報告書 38頁は「結局は、従業員の選択に委ねるほかないとする当局の姿
勢の表れと思われる。」とコメントしている。
(31)ドイツでは、1980年頃刑事罰を広汎に規定することの問題性が指摘され、いわゆる「非
犯罪化」が行われ、行政法規違反の刑事罰の多数が秩序罰（Geldbuße）に移行した。た
だし、実際にドイツ法の秩序罰賦課手続は非犯罪化と言いながら刑事法の理論をかなり
強く残した独特の制度となっており、秩序罰の賦課においても刑事罰のように、個人の
違法行為を特定したうえで、両罰法規的な考え方で法人に罰が賦課されるという構造を
とっている。越知・立証と手続的保障 338頁、469頁 拙稿「ドイツ・フランスの競争
法執行手続と日本法についての示唆」公正取引 727号 34頁 平野龍一「経済活動と刑事
制裁-ドイツ経済刑法における過料制度」『現代商法学の課題（下）〔鈴木竹雄先生古稀記
念〕』（2011）1591頁
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する指示を行うことになる場合には、許容されない。インタビューの反訳は 1か月
程度以内に作成され、会社に交付される。ただし、個人が通報を行った場合、個人
についてリニエンシー申請が行われる場合、退職した従業員の情報の場合には、開
示義務から外れる。会社の言うとおりにしゃべらないことを理由に解雇できるかに
ついては、一般的に解雇権の濫用になると思われる。ただし、個人が通報を行うこ
とを退職金積み増しの目的、あるいは自分の判断を隠蔽する目的などの不正な目的
がある場合には、解雇が可能である。
4　個人の代理人をつける場合の欧州の一般的考え方
なお、会社は個人の弁護士の報酬を支払ってもよいが、個人に対し影響を与えて
はいけない。あるいは個人の弁護士に対し影響を与えてはいけないものとされる。
会社が個人に対し、回答内容を指示することについては、実質的に利益相反がある
場合には、個人の代理人にその当否を判断させなければならないことになるものと
思われる。
会社が社内調査結果に従って話すように指示し、個人は社内調査結果よりカルテ
ルは長期であると信じ、その旨を当局に伝えた場合、社内調査の結果に従わなかっ
たことを理由に従業員を解雇できるであろうか。社内調査がカルテルの合意内容を
隠匿する目的なら司法妨害になる。しかし、会社に知らせれば、会社が追加的リニ
エンシーをすることになるのだから、まず社内での通報を行うべきであるとするの
が欧州の考え方である。
従業員が社内調査でカルテルがあったことを言わずに、当局に言ったことによ
り、社内調査が信用できないものになった場合、従業員に対し社内調査で虚偽を述
べたことを理由に解雇できる可能性はある。
したがって、個人の代理人になった場合、まず社内調査の結果が間違っているこ
とに気づいたときは、そのことを会社にまず通知するよう助言しなければならない。
欧州の考え方は、会社が妨害して真実を喋らせないというのは、リニエンシーの
導入により、過去のものとなっているはずである。むしろ、リニエンシーの導入の
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より、会社の社内調査でカルテルについて正確な情報を提供しなかったことが就業
規則違反になる可能性が高まっている。この状況は、公益通報の保護が不完全な日
本とは異なるものといえ、弁護士立会いを認めるにあたっては、公益通報の保護の
強化も一体化して行われる必要があることが示唆される。
また、そもそも、欧州では、弁護士が従業員の自由な陳述を制限するという発想
はなく、弁護士がカルテルを隠す存在になるという前提に立つこともない。そのよ
うな前提に立つこと、司法妨害を審決で指摘された者がいるということ、その者が
綱紀委員会の部会長であるという事態も想像を絶するものである。
Ⅴ　制度改革に向けた取り組みの方向性
公取委も 2016年 2月 10日、課徴金の裁量化に向けた独占禁止法研究会を立ち
上げ、制度改革に向け動き出している。真相究明の阻害という議論だけで、手続的
保障を封じ込めることが困難であることに気付きつつあるようである。つまり、課
徴金を裁量化し、検査妨害に対する実効的な制裁を課すと同時に、供述調書に依存
した証拠収集手法を改めることが本筋であり、そのための改革の機が熟しつつある
ように思われる。
なお、課徴金の裁量化・検査妨害に対する実効的制裁の確保とともに、課徴金減
免制度の改革も不可欠である。現行の課徴金減免制度では、協力の度合いを検討す
ることなく、申請の順序だけで機械的に減額を決定する制度であるが、十分な協力
を得られない状況でも減額を与えることは、制度の趣旨に反する(32)。最初の通報
者については、全面的な協力が継続することを条件に免除を認めるべきであり、日
新製鋼カラー鋼板価格事件(33)のように、後で供述内容を争う場合にまで、免除を
認めるシステムとしてはならない。第 2通報者以降は、第 1通報者から得られた証
(32)詳細は越知・立証と手続的保障 442頁以下。
(33)東京高判平成 25年 12月 13日。拙稿「本件評釈」ジュリスト 1479号（平成 24年重要
判例解説）249頁。諏佐マリ「本件評釈」公正取引 764号 59頁（2014）、稗貫俊文「本
件評釈」NBL1036号 68頁
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拠よりもより強力な証拠が得られる場合に減免を認めるべきである。立入検査が行
われた後については、立入検査への協力、立入検査で任意に取得した情報も、協力
に含めて考えるべきである。立入検査時にキーパーソンから全面的な任意の供述を
得られた場合、その供述内容がすでに得られた証拠よりも大きな証拠価値があり、
立件についての公取委の審査時間を大幅に軽減するものであれば、減額を認めるべ
きである。すなわち、立入検査において、全面的に協力する場合は、現行制度の立
入後の申請と評価し、最も証拠価値の高い情報が提供された場合に減額を認めるよ
うに制度を改革すべきである。
この関係で、現在の実務では、課徴金減免申請で提出した書類を、原則として証
拠として用いず、改めて立入検査を行い、その後に供述調書を作成するという実務
を行っているが、全く無駄という他なく、課徴金減免申請で得られた証拠をそのま
ま用いる実務とすべきである。そのような証拠としての利用を許容することが全面
協力の意味であり、申請はするが提出した書類を証拠に使って欲しくないという留
保付きの協力であれば、免除を与えられるべきではなく、減額についても協力の程
度が留保によって相当程度減殺されるべきものと考えるべきである。課徴金減免制
度はかけがえのない証拠を提出することによって免除・減額を与える制度であり、
その証拠をそのまま使えないのであれば、免除まで与えるのは寛容すぎる取扱いで
ある。
（明治大学法科大学院教授）
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